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過年度業績訂正に係わる中間報告 
 

 

平成 18年 7月 10日付適時開示「業績に影響を与える可能性のある事象の発生について」において、

当社元社員による不正事件により、当社のPBS事業における売上のうち平成18年3月期におきまして約

10 億 91 百万円の影響があることを発表いたしました。 

現在、財務諸表等の訂正作業中でありますが、本日、影響額につきまして概ね判明いたしまし

たので、取り急ぎ下記のとおりご報告いたします。 
 
 

記 

 

１．業績数値の訂正概要 

  今回の不正事件による影響額を排除した場合に見込まれる連結並びに単体の当期及び過年度業績

の概要は下記のとおりであります。 

 

（１） 連結 

 【訂正前】                                        （単位：百万円） 

期  別 平成 17 年 3月期 平成 18 年 3月期 
平成 19 年 3月期 

（当期予想） 

売   上   高 5,050 6,911 7,000 

経  常  利  益 164 237 200 

当 期 純 利 益 61 88 170 

  

      【訂正後予想額】                                   （単位：百万円） 

期  別 平成 17 年 3月期 平成 18 年 3月期 
平成 19 年 3月期 

（当期予想） 

売   上   高 5,050 5,820 7,000 

経  常  利  益 132 △126 200 

当 期 純 利 益 30 △456 170 



（２） 単体 

 【訂正前】                                        （単位：百万円） 

期  別 平成 17 年 3月期 平成 18 年 3月期 
平成 19 年 3月期 

（当期予想） 

売   上   高 4,663 6,538 6,300 

経  常  利  益 141 209 150 

当 期 純 利 益 54 76 142 

  

     【訂正後予想額】                                    （単位：百万円） 

期  別 平成 17 年 3月期 平成 18 年 3月期 
平成 19 年 3月期 

（当期予想） 

売   上   高 4,663 5,446 6,300 

経  常  利  益 110 △153 150 

当 期 純 利 益 23 △467 142 

  

現時点において予想される不正事件による影響として、平成 17 年 3 月期において、連結経常利益で

約 31 百万円の減少を見込んでおります。 

平成 18年 3月期における連結売上高への影響総額は、1,091 百万円と予想しておりましたが、現在ま

での調査の結果、同額となる見通しであります。また、同期の連結経常利益は 363 百万円の減少、当期

純利益は 544 百万円の減少を見込んでおります。また、単体業績につきましても、連結と同等の影響が

見込まれております。 

なお、現在、新日本監査法人による監査を含め、内容の検証が進行中であります。今後の精査結果に

よっては影響金額が変動する可能性があります。 

当期予想欄の売上高及び経常利益につきましては、種々の不確定要素を考慮した予想数値を記載し

ております。 

 

２．第三者による調査について 

現在、本事件の調査において、当該元社員の犯罪事実が明らかとなったことから、平成 18 年 7 月 14

日付で大阪地方検察庁へ刑事告訴・告発実施し、同日付で懲戒解雇としております。また、より厳正なる

調査を実施するために、従前当社との間で依頼関係のない独立した弁護士等の第三者による調査委員

会を発足させ、本事件の調査及び報告書の提出をいただく予定としております。同委員会の委員は下記

のとおりです。 

 

 大江橋法律事務所  弁護士       宮崎   誠 

 溝端公認会計士事務所 公認会計士 溝端 浩人 

 大江橋法律事務所  弁護士       若杉 洋一 

 

 

 



3.  今後の予定について 

  決算短信及び有価証券報告書等の開示・縦覧資料につきましては、現在訂正作業中であり、新日本

監査法人の監査を経て早急に提出する予定であります。商法決算上の計算書類につきましては、今回の

影響額を過年度分も含め当期の決算に一括して反映する予定であります。 

なお、現時点における当該元社員からの供述、その他当社の調査において、当社役員の関与の可能

性を示す事実は存在しておりませんが、本不正事件における役職員の経営責任及び管理者責任につき

ましては、本不正事件の全容が明確になり次第、速やかに厳正な処分を実施いたします。 

 投資家の皆様、お客様ならびにビジネスパートナー様には、多大なご迷惑とご心配をおかけす

る結果となり、誠に申し訳なく存じます。当社としましては、今回の事件を貴重な教訓とし、よ

り一層コンプライアンス体制の充実に努めていく所存でございますので、今後ともご指導ご鞭撻

のほどよろしくお願い申し上げます。 
 

以上 


